
　
平成30年６月29日

各 位

会 社 名 株式会社エムケイシステム

代表者名 代表取締役社長 三宅 登

(コード：3910、JASDAQ)

問合せ先 取締役経営企画室長 筒井 努

(TEL.06－7222－3393)

(((((訂正訂正訂正訂正訂正)))))「「「「「平成平成平成平成平成2222299999年３月年３月年３月年３月年３月期期期期期 決算短決算短決算短決算短決算短信信信信信〔〔〔〔〔日本基日本基日本基日本基日本基準準準準準〕〕〕〕〕（連結（連結（連結（連結（連結）））））」」」」」の一部訂正についての一部訂正についての一部訂正についての一部訂正についての一部訂正について

当社は、平成29年５月９日に発表した表記開示資料について一部を訂正いたしましたのでお知らせいたします。

　

記

　

１．訂正の内容と理由

訂正の内容と理由につきましては、別途、６月19日付で公表しました「過年度のライセンス費用の追加支払い、

それに伴う過年度決算の遡及修正及び特別損失の発生に関するお知らせ」をご参照ください。

２．訂正箇所

訂正箇所は＿＿線を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから訂正事項については、訂正

後のみ全文で記載しております。

以 上
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上 場 会 社 名 株式会社エムケイシステム 上場取引所 東

コ ー ド 番 号 3910 URL http://www.mks.jp

代 表 者 (役職名) 代表取締役社長 (氏名)三宅 登

問合せ先責任者 (役職名) 取締役経営企画室長 (氏名)筒井 努 (TEL) 03(6895)3700

定時株主総会開催予定日 平成29年6月22日 配当支払開始予定日 平成29年6月23日

有価証券報告書提出予定日 平成29年6月22日

決算補足説明資料作成の有無 ： 有

決算説明会開催の有無 ： 有（機関投資家・アナリスト向け）
　

(百万円未満切捨て)
１．平成29年3月期の連結業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期 1,600 ― 309 ― 308 ― 186 ―

28年3月期 ― ― ― ― ― ― ― ―

(注) 包括利益 29年3月期 198 百万円 ( ―％) 28年3月期 ― 百万円 ( ―％)
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

29年3月期 69.39 ― 22.4 18.8 19.3

28年3月期 ― ― ― ― ―

(参考) 持分法投資損益 29年3月期 ―百万円 28年3月期 ―百万円
(注)当社は、平成29年3月期より連結財務諸表を作成しているため、平成28年3月期の数値及び対前期増減率は記載しておりません。また、自
己資本と総資産については、平成28年3月期の個別財務諸表の数値と平成29年3月期の連結財務諸表の数値に基づいて計算しております。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年3月期 2,050 974 44.5 336.25

28年3月期 ― ― ― ―

(参考) 自己資本 　29年3月期 912百万円 28年3月期 ―百万円
(注)当社は、平成29年3月期より連結財務諸表を作成しているため、平成28年3月期の数値は記載しておりません。

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

29年3月期 287 △590 196 630

28年3月期 ― ― ― ―
(注)当社は、平成29年3月期より連結財務諸表を作成しているため、平成28年3月期の数値は記載しておりません。

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

28年3月期 ― 0.00 ― 15.00 15.00 39 ― ―

29年3月期 ― 0.00 ― 19.00 19.00 51 27.4 6.1

30年3月期(予想) ― 0.00 ― 21.00 21.00 19.8
(注)当社は、平成29年3月期より連結財務諸表を作成しているため、平成28年3月期の「配当性向」及び「純資産配当率」は記載しておりませ
ん。

３．平成30年3月期の連結業績予想（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 887 ― 159 ― 158 ― 106 ― 39.25

通 期 2,015 25.9 457 48.0 455 49.2 292 57.1 107.89

決算短信（宝印刷） 2018年06月28日 14時45分 2ページ（Tess 1.50(64) 20180525_01）



※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 有

　 新規2社 (社名)株式会社ビジネスネットコーポレーション及び株式会社ビジネスネットアシスト

、除外 ―社(社名)
　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 29年3月期 2,714,000 株 28年3月期 2,649,000 株

② 期末自己株式数 29年3月期 46 株 28年3月期 ― 株

③ 期中平均株式数 29年3月期 2,685,376 株 28年3月期 2,649,000 株

　

(参考) 個別業績の概要

１．平成29年3月期の個別業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期 1,196 21.1 259 14.3 259 15.2 182 30.0

28年3月期 988 31.0 227 65.6 225 88.6 140 113.7
　

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

29年3月期 67.78 ―

28年3月期 52.85 51.61

　

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

　29年3月期 1,688 908 53.8 334.65

　28年3月期 1,235 753 60.9 284.27

(参考) 自己資本 29年3月期 908百万円 28年3月期 753百万円

　

※ 決算短信は監査の対象外です。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当社グループは、当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度との比較分析は行って

おりません。

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の各種施策の効果により企業収益は改善しており、設備投資の持ち

直しの動きがみられる等、緩やかな回復基調が続いています。一方で、中国をはじめとした新興国経済の減速に加

え、英国の欧州連合（EU）からの離脱問題や米国での新政権の誕生などによる、為替や株価の変動懸念などもあり、

先行きに不透明感が増しております。

国内の情報サービス業界では、クラウドコンピューティングに代表されるサービス化の流れが一層加速する中、

政府が推進する「働き方改革」に伴う効率的な働き方や多様な働き方に対応するため、それらを実現するための業

務システムや、人的資源を管理する人事システムへの投資意欲が高まっております。

このような環境下において、当社では、平成28年10月３日付にて、株式会社ビジネスネットコーポレーションの

株式の79.06％を取得し、連結子会社化いたしました。これに伴い、第３四半期連結会計期間より、新たにCuBe事業

を開始し、既存の社労夢事業と合わせて、人事総務関連業務をより幅広くカバーできる体制を整えました。

その結果、当連結会計年度における業績は売上高1,600,787千円、営業利益309,422千円、経常利益308,521千円、

親会社株主に帰属する当期純利益186,342千円となりました。

　

各セグメントの業績は、次のとおりであります。

（社労夢事業）

社労夢事業の主要市場である社会保険労務士市場におきましては、政府による行政手続のオンライン利用促進、

マイナンバー制度への対応等により、業務システムを、電子申請機能を備えたクラウドサービスに移行、新規に

導入する事務所が増加する傾向にあります。また、新規に開拓している一般法人市場におきましても、人事総務

部門の業務効率化を推進する目的で行政手続のオンライン化が進んでおります。

このような環境の中、各種法令改正への対応を進めるなど、社労夢システムの機能強化及び利便性を高めると

ともに、各種セミナーを通じて販売促進活動を実施いたしました。また、平成28年12月に公募が始まったサービ

ス等生産性向上IT導入支援事業の対象事業者として登録を行い補助金の対象となることで、社会保険労務士事務

所を中心に社労夢システムの導入を促進いたしました。一方、前期より発売を開始したマイナンバー関連サービ

スについては、平成29年から予定されていた社会保険分野でのマイナンバー利用範囲が想定より縮小されたため、

制度開始に伴う導入は一巡いたしました。

この結果、クラウドサービス売上高は1,031,051千円（前期比23.3％増）となりました。このうち、主力の「ネ

ットde社労夢」、「社労夢ハウス」及び前期から提供を開始した「マイナde社労夢」の月額売上の積み上がりに

より、ASPサービス売上高は915,369千円（前期比33.3％増）となりました。一方、前期におけるマイナンバー対

応のための導入増加の反動から新規導入が伸び悩んだものの、IT補助金が追い風となり、初期設定の売上などの

システム構築サービス売上高は115,682千円（前期比22.4％減）となりました。

システム商品販売売上高は、パッケージ商品を一部販売停止したものの、システム機器の大型受注があり

151,697千円（前期比53.2%増）となり、その他サービス売上高は、「Pマーク取得支援サービス」の終了と、「マ

イナンバー取得代行サービス」の減少により13,581千円（前期比74.5％減）となりました。

一方、前期に実施した中途採用に伴う人件費の増加、マイナンバー関連サービスに係るソフトウエアの償却増

加、サービス提供体制強化のためのサーバー増加やセキュリティ強化等により、前期に比べコストが増加しまし

た。

以上の結果、社労夢事業の売上高は1,196,330千円（前期比21.1％増）となり、売上総利益は734,659千円（前期

比14.9％増）、営業利益は259,743千円（前期比14.3％増）となりました。

　

（CuBe事業）

第３四半期連結会計期間より事業を開始したCuBe事業におきましては、大手企業の人事総務部門などに対し、

業務プロセスに着目したコンサルテーションを行い、業務の効率化に資するフロントシステムを、顧客ごとにカ

スタマイズし開発、提供しております。同事業において提供する「人財CuBe」は、目標管理、人事考課などを中
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心に人材の採用から、その後の評価、育成、異動など、人事に関わる様々なプロセスにおいて従業員と人事部門

を結ぶシステムです。このほか、勤怠管理や人事諸届などのプロセスをシステム化する「就業CuBe」、「申請

CuBe」などを提供しております。

当連結会計年度は、人事総務部門において年末調整の実務が行われる時期に関連する「就業CuBe」などの納品、

４月の新年度に向けて行われる制度変更や運用変更に対応するための「人財CuBe」などの納品が順調に進みまし

た。加えて、平成30年３月期に向けての受注活動、クラウド型の経費精算パッケージシステムの開発を行いまし

た。

この結果、CuBe事業の売上高は404,456千円となり、売上総利益は180,822千円、営業利益は72,342千円となり

ました。なお、CuBe事業の営業利益については、のれん償却額19,430千円を反映しております。

・事業別の売上高及び構成比

事業別
金額

（百万円）
構成比
（％）

社労夢事業 1,196 74.7

クラウドサービス 1,031 64.4

システム商品販売 151 9.5

その他サービス 13 0.8

CuBe事業 404 25.3

合 計 1,600 100.0

（２）当期の財政状態の概況

(資産)

当連結会計年度末における流動資産の残高は、1,178,184千円となりました。主な内訳は、現金及び預金667,536

千円、売掛金433,859千円となっております。

　また、固定資産の残高は872,490千円となりました。主な内訳は、のれん369,188千円、ソフトウエア仮勘定

102,860千円、ソフトウエア76,985千円となっております。

　以上の結果、総資産は2,050,674千円となりました。

(負債)

当連結会計年度末における流動負債の残高は、532,118千円となりました。主な内訳は、１年内返済予定の長期借

入金116,745千円及び買掛金102,740千円となっております。

　また、固定負債の残高は543,756千円となりました。主な内訳は、長期未払金381,536千円、長期借入金160,966千

円となっております。

　以上の結果、負債合計は1,075,874千円となりました。

(純資産)

当連結会計年度末における株主資本は、912,558千円となりました。主な内訳は、資本金219,110千円及び資本剰

余金198,290千円、利益剰余金495,238千円となっております。

　以上の結果、純資産は974,799千円となりました。

　

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、630,397千円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動により獲得した資金は、287,056千円となりました。主な増加要因は、税金等調整前当期純利益305,478

千円、長期未払金の増加113,808千円、仕入債務の増加74,086千円、減価償却費70,441千円、主な減少要因は、売上

債権の増加99,308千円、法人税等の支払額127,843千円などであります。
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(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動により使用した資金は、590,865千円となりました。主な減少要因は、連結の範囲の変更を伴う子会社

株式の取得による支出411,937千円、無形固定資産の取得による支出143,705千円、有形固定資産の取得による支

出37,573千円などであります。

(財務活動によるキャッシュフロー)

財務活動により獲得した資金は、196,275千円となりました。主な増加要因は、長期借入れによる収入200,000

千円、短期借入金の純増減額100,000千円、主な減少要因は、長期借入金の返済69,840千円、配当金の支払額

39,735千円などであります。

（４）今後の見通し

次期のわが国経済は、雇用・所得環境の改善傾向が続く中で各種政策の効果により、景気の緩やかな回復が期待

されるものの、中東や東アジアでの地政学リスクの高まりや、米国の新政権による新たな経済政策などを背景にし

た為替や株価の変動などの影響等、予断を許さない状況が続くものと思われます。

また、当社市場におきましては、政府が推進する「働き方改革」に伴い、業務を効率化する目的や、多様な働き

方をサポートする目的でシステムを導入する意欲が継続すると予想されます。

この様な環境の下、社労夢事業においては、主力の「社労夢」シリーズの機能強化など、ASPサービスの更なる利

便性向上を図り、社会保険労務士市場の深耕を継続すると共に、法人向け営業・開発部門を強化して、一般法人市

場の開拓を推進して参りたいと考えております。一方、CuBe事業においては、これまで行ってきた大企業向けCuBe

製品の受託開発ビジネスを確実に遂行するとともに、CuBe製品のクラウド型パッケージサービスの開発を行ってい

きたいと考えており、必要な投資を積極的に行いたいと考えております。

なお、CuBe事業の中心である受託開発ビジネスは大手企業の人事総務部門が顧客の中心となり、売上が下期に偏

っております。そのため、上期の連結業績への貢献は低いと見込んでおります。

以上により、平成30年３月期の業績につきましては、売上高2,015百万円（前期比25.9％増）、営業利益457百万

円（前期比48.0％増）、経常利益455百万円（前期比49.2％増）、親会社株主に帰属する当期純利益292百万円（前

期比57.1％増）を見込んでおります。

事業セグメント毎の売上高、売上原価、販売費及び一般管理費の内訳額、前期比及び増減要因につきましては以

下のとおりであります。

（社労夢事業）

金額
（百万円）

前期比
（％）

増減要因

売上高 1,327 ＋11.0 ―

クラウドサービス 1,254 ＋21.7
社会保険労務士向けサービス及び一般法人向けサービスの
新規獲得による売上の増加を見込んでいることが増加要因
であります。

システム商品販売 72 △52.1
前期においてシステム機器の大型案件の販売があり、当期
は同様の案件の受注を見込んでいないことが減少要因であ
ります。

売上原価
355 △21.3

セキュリティ強化費用、サーバー及びソフトウエア償却費
の増加がある一方、前期に行ったシステム機器の大型案件
の仕入原価の減少を見込んでいることが主な要因でありま
す。

販売費及び一般管理費 558 ＋15.2
人員増による人件費の増加及び前年下期に入れ替えた業務
システムの償却費等の増加を見込んでいることが主な増加
要因であります。

営業利益 413 ＋59.3 ―
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（CuBe事業）

金額
（百万円）

前期比
（％）

増減要因

売上高 700 ＋73.1

前期は10月から３月までが連結対象期間でしたが、当期は
４月から９月までも連結対象期間になることが増加要因で
あります。但し、CuBe事業における受託開発ビジネスの売
上は下期偏重の傾向があります。

売上原価 373 ＋66.9
前期は10月から３月までが連結対象期間でしたが、当期は
４月から９月までも連結対象期間になることが増加要因で
あります。

販売費及び一般管理費 282 ＋160.3

前期は10月から３月までが連結対象期間でしたが、当期は
４月から９月までも連結対象期間になることが増加要因で
あります。加えて、人材採用、販促活動の強化、サーバー
増強など積極的に投資を行うことが増加要因であります。
なお、連結決算に伴うのれんの償却額が含まれておりま
す。

営業利益 44 △38.8 ―

※事業セグメント毎の売上高、売上原価、販売費及び一般管理費の合算額と、連結業績予想の売上高、売上原価、

販売費及び一般管理費の金額との差異は、セグメント間取引に起因するものです。

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、企業価値の継続的向上を図るとともに、株主の皆様に対する利益還元を経営上の重要事項の一つとして

位置付けております。このような観点から、当社を取り巻く経営環境や以下の配当方針によって剰余金の配当等を

決定することとしております。

剰余金の配当につきましては、各連結会計年度の業績、財務状況、今後の事業展開等を総合的に勘案した上で、

連結配当性向20％程度を念頭に、期末配当を継続的に実施することを基本方針としております。

上記の方針に鑑み、財政状況等を総合的に勘案し慎重に検討させていただいた結果、当期の期末配当金は１株当

たり19円とする予定であります。

また、次期（平成30年３月期）の配当金につきましては、１株当たり21円とする予定であります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、国際会計基準に基づく連結財務諸表を作成するための体制整備の負担等を考慮し、日本基準に

基づき連結財務諸表を作成しております。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 667,536

売掛金 433,859

商品 3,691

仕掛品 13,948

貯蔵品 213

前払費用 20,822

繰延税金資産 22,874

その他 15,237

流動資産合計 1,178,184

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 17,150

車両運搬具（純額） 8,791

工具、器具及び備品（純額） 54,084

リース資産（純額） 7,343

有形固定資産合計 87,369

無形固定資産

ソフトウエア 76,985

ソフトウエア仮勘定 102,860

商標権 309

電話加入権 1,218

のれん 369,188

無形固定資産合計 550,563

投資その他の資産

出資金 70

差入保証金 46,960

保険積立金 75,269

繰延税金資産 112,159

その他 98

投資その他の資産合計 234,557

固定資産合計 872,490

資産合計 2,050,674
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(単位：千円)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 102,740

短期借入金 100,000

1年内返済予定の長期借入金 116,745

リース債務 7,357

未払金 43,479

未払費用 20,462

未払法人税等 57,673

未払消費税等 7,649

前受金 25,499

賞与引当金 45,004

その他 5,506

流動負債合計 532,118

固定負債

長期借入金 160,966

長期未払金 381,536

リース債務 1,254

固定負債合計 543,756

負債合計 1,075,874

純資産の部

株主資本

資本金 219,110

資本剰余金 198,290

利益剰余金 495,238

自己株式 △79

株主資本合計 912,558

非支配株主持分 62,241

純資産合計 974,799

負債純資産合計 2,050,674
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
当連結会計年度

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

売上高 1,600,787

売上原価 675,405

売上総利益 925,381

販売費及び一般管理費 615,959

営業利益 309,422

営業外収益

受取利息 23

受取配当金 1

助成金収入 1,500

商標使用料 400

仕入割引 26

その他 1,502

営業外収益合計 3,453

営業外費用

支払利息 1,793

弁償金 1,100

その他 1,458

営業外費用合計 4,353

経常利益 308,521

特別損失

固定資産除却損 3,043

特別損失合計 3,043

税金等調整前当期純利益 305,478

法人税、住民税及び事業税 104,395

法人税等調整額 2,286

法人税等合計 106,682

当期純利益 198,796

非支配株主に帰属する当期純利益 12,454

親会社株主に帰属する当期純利益 186,342
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
当連結会計年度

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当期純利益 198,796

包括利益 198,796

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 186,342

非支配株主に係る包括利益 12,454
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（３）連結株主資本等変動計算書

当連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

(単位：千円)

株主資本
非支配株主持分 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 212,610 191,790 348,630 ― 753,031 ― 753,031

当期変動額

新株の発行（新株予

約権の行使）
6,500 6,500 13,000 13,000

剰余金の配当 △39,735 △39,735 △39,735

親会社株主に帰属す

る当期純利益
186,342 186,342 186,342

自己株式の取得 △79 △79 △79

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

62,241 62,241

当期変動額合計 6,500 6,500 146,607 △79 159,527 62,241 221,768

当期末残高 219,110 198,290 495,238 △79 912,558 62,241 974,799
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
当連結会計年度

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 305,478

減価償却費 70,441

のれん償却額 19,430

賞与引当金の増減額（△は減少） 3,166

受取利息及び受取配当金 △24

支払利息 1,793

固定資産除却損 3,043

売上債権の増減額（△は増加） △99,308

たな卸資産の増減額（△は増加） 7,435

仕入債務の増減額（△は減少） 74,086

未払消費税等の増減額（△は減少） △10,939

長期未払金の増減額（△は減少） 113,808

その他 △71,734

小計 416,678

利息及び配当金の受取額 15

利息の支払額 △1,793

法人税等の支払額 △127,843

営業活動によるキャッシュ・フロー 287,056

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △10,000

有形固定資産の取得による支出 △37,573

有形固定資産の売却による収入 14,382

無形固定資産の取得による支出 △143,705

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△411,937

敷金及び保証金の差入による支出 △2,096

敷金及び保証金の回収による収入 64

投資活動によるキャッシュ・フロー △590,865

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 100,000

長期借入れによる収入 200,000

長期借入金の返済による支出 △69,840

リース債務の返済による支出 △7,069

新株の発行による収入 13,000

自己株式の取得による支出 △79

配当金の支払額 △39,735

財務活動によるキャッシュ・フロー 196,275

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △107,534

現金及び現金同等物の期首残高 737,931

現金及び現金同等物の期末残高 630,397
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得する建物附属設備及び

構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。なお、当連結会計年度において、連結財務諸

表への影響額はありません。

(追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当連結

会計年度から適用しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

(1) 報告セグメントの決定方法

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社グループは、当社及び連結子会社を基礎とした商品・製品、サービス別セグメントから構成されており、

「社労夢事業」及び「CuBe事業」の２つを報告セグメントとしております。

(2) 各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

「社労夢事業」は、主に社会保険、労働保険等に関する業務を支援するソフトウエアのASPサービスを提供してお

ります。

「CuBe事業」は、主に企業の人事総務部門に対し、業務プロセスに着目したコンサルテーションを行い、業務の

効率化に資するフロントシステムを、顧客ごとにカスタマイズし開発、提供しております。

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

当連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
調整額(注)

連結財務諸表
計上額社労夢事業 CuBe事業 計

売上高

外部顧客への売上高 1,196,330 404,456 1,600,787 ― 1,600,787

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 1,196,330 404,456 1,600,787 ― 1,600,787

セグメント利益 259,743 72,342 332,085 △22,663 309,422

セグメント資産 1,088,319 962,516 2,050,836 △162 2,043,024

その他の項目

減価償却費 69,160 1,280 70,441 ― 70,441

　のれんの償却額 ― 19,430 19,430 ― 19,430

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

162,978 29,237 192,216 ― 192,216

（注) セグメント利益の調整額△22,663千円は、主に報告セグメントに配分していない全社費用であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る費用であります。
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(１株当たり情報)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

１株当たり純資産額 336.25円

１株当たり当期純利益金額 69.39円

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

　親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 186,342

　普通株主に帰属しない金額(千円) ―

　普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益
　(千円)

186,342

　普通株式の期中平均株式数(株) 2,685,376

　

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 974,799

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 62,241

(うち新株予約権)(千円) (―)

(うち非支配株主持分)(千円) (62,241)

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 912,558

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

2,713,954

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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